時間外及び休日の労働に関する協定
（時間外及び休日労働をさせる具体的事由）
1、 会社の業務が繁忙で所定労働時間内の労働によってもなお業務に支障を来すときは本協定の定めるところにより時間外及び休日労働をさせることができる。
（業務の種類）
2、 本協定の定めるところにより時間外及び休日労働をさせることができる業務の種類は次のとおりとする。
　　①  機械配線、制御盤の設計、製作、施工及び修理の業務
　　②  決算事務、給与計算及び請求書の発行の業務
（労働者の数）
3、 本協定の定めるところにより時間外及び休日労働をさせることができる労働者は会社の従業員（臨時雇用の者を除く）の内から指名した者とする。
（時間外及び休日労働の時間）
4、 本協定の定めるところにより時間外及び休日労働をさせることができる時間は、次のとおりとする。
　　①　１日について延長することができる時間                        ５時間
　　②　１週間について時間外及び休日労働することができる時間      １５時間
　　③　１箇月について時間外及び休日労働することができる時間      ４５時間
　　④　１年間について時間外及び休日労働することができる時間    ３６０時間
（特別の配慮）
5、 妊娠中の者、産後１年を経過しない者、育児を行う者、同居の親族の介護を行う者又は職業訓練若しくは教育を受ける者その他特別の配慮を要する従業員に対する本協定の適用に当たっては、会社は従業員代表と協議して定めるものとする。
6、 本協定の有効期間は、平成　年　月　日から平成　年　月　日までとする。
            平成　年　月　日
                      有限会社××××××
                          代表取締役      ××××××
                          従業員代表      ××××××
